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東北地方での大規模地震・津波災害を想定した

広域港湾BCP訓練を開催します。

東北広域港湾防災対策協議会は、｢東北広域港湾機能継続計画｣（以下、広
域港湾BCP）の実効性を向上させるため、訓練を下記の通り開催します。
今回の訓練は、東北地方の大規模地震・津波災害時において被災港（八戸

港）と支援港（秋田港）を想定し、災害発生時における関係者の行動手順を
相互に確認し、行動を実行する上での課題を抽出するものです。

１．訓練日時：令和２年１２月７日（月） １３時３０分～１５時００分

２．訓練実施場所（取材対応場所）：
東北地方整備局 港湾空港部 Ａ・Ｂ会議室（９Ｆ）

（宮城県仙台市青葉区本町3-３-1仙台合同庁舎B棟9F）

補足
訓練は、港湾空港部（災対本部）、八戸市施設（被災港）、秋田市内施設（支援港）
に会場を設け、ＴＶ会議システム及びＷＥＢ会議システムを使用し訓練を行います。

３．訓練内容：
（１）「航路啓開のための作業船団の確保支援」に関わる情報伝達訓練

・施設等の被害状況調査
・作業船団の広域調達
・航路啓開優先港の決定
・災害協定団体への出動要請

（２）「荷役機械の確保支援」に関わる情報伝達訓練
・荷役体制の確保
・荷役機械の広域調達

（３）「コンテナ貨物及びバルク貨物の代替輸送」に関わる情報伝達訓練
・被害港湾、代替輸送港湾の状況確認、情報共有
・コンテナ貨物の代替輸送体制の確保
・バルク貨物の代替輸送体制の確保

４．主催及び参加団体：別紙１参照

５．取材について：
取材をご希望の報道機関の方は、別紙２「取材申込書」により１２月４日（金）

１２時００分までに事前申込みをお願いいたします。
また、取材にあたっては、新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、マスクの
着用等、ご協力をお願いいたします。

※ 当日の取材は、開会の挨拶までとし、以降、報道関係者の皆様におかれましては、
ご退席をお願いします。
取材応答につきましては、開会の挨拶終了後に対応させて頂きます。

発表記者会 宮城県政記者会 東北電力記者会 東北専門記者会
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【問合せ先】国土交通省 東北地方整備局 港湾空港部 港湾空港防災・危機管理課
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別紙１
用語の説明

【港湾BCP】
大地震等の自然災害等が発生した場合に、港湾の重要機能を最低限維持するとともに、早期
復旧を可能とするために、自然災害等の発生後に行う具体的な対応と、平時に行うマネジメ
ント活動等を港湾関係者の合意に基づいて定める計画。
東北地方では、平成２７年度までに重要港湾以上全ての港湾にて港湾ＢＣＰを策定済み。

【東北広域港湾機能事業継続計画（広域港湾ＢＣＰ）】
大規模災害時の東北地方における港湾の広域連携を効果的に機能させるため、大規模災害

時の港湾機能の復旧（航路啓開等）に必要な資機材の広域調達及びコンテナ貨物等の代替輸
送の相互連携の取り組みについて考え方と各機関の役割・事前対策の方向性を示した計画。

訓練イメージ

主催及び参加団体

（１）主催
・東北地方整備局 港湾空港部

（２）参加団体
・第二管区海上保安本部 ・東北運輸局
・八戸海上保安部 ・東北地方整備局 八戸港湾・空港整備事務所
・秋田海上保安部 ・東北地方整備局 秋田港湾事務所
・函館税関秋田船川税関支署 ・一般財団法人 日本埋立浚渫協会 東北支部
・横浜税関 ・一般財団法人 日本海上起重技術協会 東北支部
・東京税関酒田税関支署 ・東北港湾空港建設協会連合会
・青森県 ・八戸港港湾機能継続協議会（港湾関連企業含む）
・秋田県 ・秋田港港湾機能継続協議会（港湾関連企業含む）

（順不同）



国土交通省東北地方整備局　
　 港湾空港部　港湾空港防災・危機管理課　　宛

　　申込先（ＦＡＸ）０２２－７１６－００１８

取材を希望する場合は、この様式により、ＦＡＸにてお申込み下さい。
申込み締切は、１２月４日（金）１２時００分とさせていただきます。

上記のとおり、取材を申し込みます。

会社名及び部署名

別紙 ２

取 材 申 込 書

令和　　年　　月　　日
所属記者会（所属する記者会に○をつけて下さい。）

　　　　・宮城県政記者会   　　　・東北電力記者会          ・東北専門記者会
　　　　・八戸市政記者クラブ　 　・秋田県政記者クラブ

取材者の役職・氏名・連絡先・人数

役　職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

連絡先（携帯番号等）

人　数


